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坂出市政策部政策課
係長 松浦 慎一

令和5年度 山口県地域脱炭素ステップア支援事業 第1回

坂出市のカーボンニュートラルに向けた取組について



１．地 球 温 暖 化 に 対 す る 動 向

１



出展：IPCC第５次評価報告書および（独）国立環境研究所地球環境研究センターニュースVol18をもとにJCCCA作成

注：1986～2005年平均からの変化。
資料：気候変動に関する政府問パネル（IPC）「第5次評価報告書統合報告書政策決定者向け要約」より環境省が作成

地上気温は，評価された全ての排出シナリオにおいて２
１世紀にわたって上昇すると予測。

向こう数十年の間に適切な対策を講じ，二酸化炭素およ
びその他の温室効果ガスの排出を大幅に減少させなけれ
ば，２１世紀半ばには地上気温の上昇は２℃を超える。

世界平均地上気温の変化

１-1 ．地球温暖化に対する動向（地上気温の変化）
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１-2 ．地球温暖化に対する動向（日本のエネルギーの変遷）

（出典）経済産業省「エネルギー白書」より引用 ３



日本 EU 英国 米国 中国

2020

2030

2040

2050

2060

1990年比で
少なくとも
55%減
(NDC)
（2013年度比
44％減相当）

1990年比
で少なくと
も68%減
(NDC)
（2013年
度比55.2％
減相当）

2030年ま
でにCO2排
出を減少に
転換
（国連演説）

カーボン
ニュートラル
（長期戦略）

カーボン
ニュートラル
（法定化）

カーボン
ニュートラル

（大統領公約）

カーボン
ニュートラル
（国連演説）

2005年比で
50～52%減
(NDC)

2013年度比で
46%減
さらに50%の
高みに向けて挑
戦(温対会議・
気候サミットに
て総理表明)

カーボン
ニュートラル
（法定化）

2021年1月パリ
協定復帰を決定

１-3 ．地球温暖化に対する動向（各国の宣言①）

４



（出典）「あらためて振り返る，「COP26」（後編）～交渉ポイントと日本が果たした役割」より引用・作成

年限付きのカーボンニュートラルを表明した国・地域

１２１カ国
※世界全体のCO2
排出量に占める割合
は１７．９％

１５０カ国以上
※世界全体のCO2排出量に占める割合は８８．２％

2050年までのCN：144カ国（４２．２％）
2060年までのCN：152カ国（８０．６％）
2070年までのCN：154カ国（８８．２％）

COP２６終了時点（２０２１年１１月）

COP２５終了時点
（２０１９年１２月）

エネルギー起源CO2の国別排出量
（2018）

１-4 ．地球温暖化に対する動向（各国の宣言②）

５



（出典）環境省HPより

（出典）環境省HPより（地域の脱炭素に向けた取組について）

１-5 ．地球温暖化に対する動向（日本の方針と取組）
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１-5 ．地球温暖化に対する動向（GX実現に向けた基本方針2023.2[今後10年を見据えたロードマップの全体像]）

（出典）経済産業省HPより ７



２．坂 出 市 の 現 状
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人口：48,918人
男性：23,420人
女性：25,498人
世帯：21,292世帯
※令和5年8月1日現在

面積：92.49km2

東西：約14.65㎞
南北：約18.20㎞

Sakaide city

年代 主要な出来事

江戸時代～昭和 久米通賢の塩田開発により塩の町として栄える。

昭和26年 坂出港が重要港湾に指定される（市管理港湾）

昭和56年 高松香西－坂出林田間有料道路（全長10.1km完成開通）※平成23年より無料化

昭和63年 瀬戸大橋開通

平成４年 四国横断自動車道開通（高松～坂出～善通寺）

平成9年～平成17年 坂出駅周辺整備主要事業（連続立体交差事業高架切替、駅北口地下駐車場、南口駅前広場、市民広場）

平成21年 府中湖スマートインターチェンジ本格運用開始

令和４年度 坂出駅周辺再整備基本構想の策定

坂出北インターチェンジ（瀬戸中央自動車道）のフルインター化

「さぬき浜街道」の高松坂出間 の四車線化

令和７～８年（予定） 坂出駅周辺再整備基本構想に基づき、駅前空間整備および拠点施設整備

令和6年予定

坂出市の位置

坂出港周辺写真

市の変遷（概要）

２-1 ．坂出市の現状（坂出市の紹介）
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【出典】
自治体排出量カルテ（環境省）より作成

２-2 ．坂出市の現状（他自治体との温室効果ガス（CO2）排出量の比較）
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【出典】
坂出市の地域経済循環分析（環境省・株式会社価値総合研究所）より作成
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２-3 ．坂出市の現状（市内産業別付加価値額）
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エネルギー生産性の向上・改善ソリューション
が必要性

【出典】
坂出市の地域経済循環分析（環境省・株式会社価値総合研究所）より作成

２-4 ．坂出市の現状（産業別エネルギー生産性）
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２-6 ．坂出市の現状（坂出市の温室効果ガスにおける現状）（部門別CO2排出量）

【出典】自治体排出量カルテ（環境省）より作成
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３．坂 出 市 の 取り組み
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Time line

３-1 ．坂出市の取り組み（国、県、市の取組（時系列））

政府 香川県 坂出市

平成27年度
（2015年度）

パリ協定の採択（12月）
※世界共通の長期目標として2℃目標の設定。1.5℃に抑える努力を追求

「香川県地球温暖化対策推進計画」（第3次）の策定 （12月）
※2020年度に2012年度比で温室効果ガス排出量を12.2%削減するほか、エネ
ルギー消費量を4.6％削減する目標を設定

平成29年度
（2017年度）

「香川県気候変動適応方針」の策定（3月）

令和元年度
（2019年度）

「香川県気候変動適応センター」を設置（10月）

令和2年度
（2020年度）

「2050年カーボンニュートラル」宣言（10月）

令和3年度
（2021年度）

「地球温暖化対策推進法の一部を改正する法律」の成立（環境省）（5
月）
※自治体の実行計画の拡充、排出量情報のオープンデータ化

「2050年までに二酸化炭素の排出量を実質ゼロにする」目標
を表明（2月）

令和3年度
（2021年度）

「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」の策定（経
済産業省）（6月）
※経済と環境の好循環 「香川県地球温暖化対策推進計画」（第4次）の策定 （10月）

※温室効果ガス排出量を2025年度に2013年度比で33％削減する目標を設定 ※
気候変動適応法に基づく地域気候変動適応計画にも位置づけ「地域脱炭素ロードマップ」の公表（国・地方脱炭素実現会議）（6

月）
※地域脱炭素の工程と具体策

令和3年度
（2021年度）

第6次エネルギー基本計画（経済産業省）（10月）
※経済効率性の向上と環境への適合による低コストエネルギー供給 坂出市「ゼロカーボンシティ」宣言（9月）

※2050年までに二酸化炭素等の温室効果ガス排出量の実質ゼロを目指す
気候変動適応計画（環境省[閣議決定]）（10月）
※気候変動に対応した持続可能な社会の構築

令和4年度
（2022年度）

改正港湾法の施行（12月）
※港湾管理者の「港湾脱炭素化推進計画」策定を法定化

香川県市町長会議において共同宣言（県内自治体の連携による脱炭素社会の実現）を採択（5月）
※県内自治体の連携による脱炭素社会の実現

「香川県地域脱炭素ロードマップ」の策定（2月）
※地域脱炭素推進にかかる方向性の共有、「香川県地球温暖化対策推進計画」に
かかる施策内容の具体化

坂出市地球温暖化対策推進実行計画（事務事業編）改訂（4
月）

「港湾脱炭素化推進計画」作成マニュアルの公表（3月）

「世界首長誓約／日本」への誓約（12月）
※気候変動対策に積極的に取り組む自治体の世界的コミュニティ

ゼロカーボン市区町村協議会への入会（12月）

GX実現に向けた基本方針（2月）
※GX（グリーントランスフォーメーション)を通じて脱炭素、エネルギー安定供給、経済成
長の3つを同時に実現

坂出市再生可能エネルギー導入推進計画策定（3月）
※再エネ導入可能ポテンシャル、現状すう勢、脱炭素シナリオ

坂出港カーボンニュートラルポート形成計画から「港湾脱炭
素化推進計画」へ移行

令和5年度
（2023年度）

Ｇ７気候・エネルギー・環境相会合[札幌]（4月）
環境政策課の課内室として、「カーボンニュートラル推進室」
を設置（4月）

坂出港「港湾脱炭素化推進計画」の策定予定（夏期頃）

脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律（GX推進
法）（5月）
※GX経済移行債の発行、成長志向型カーボンプライシングの導入、「GX推進機構」の設立

坂出市地球温暖化対策推進実行計画（区域施策編）策定予定
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３ –２．坂出市の取り組み（市の脱炭素に向けた取り組み①）

◆エコオフィス関連事業 ◆脱炭素新エネルギーへの転換

・学校施設照明（屋外）、教育施設照明、公園照明等のLED化 ・港湾脱炭素化推進計画（旧：坂出港CNP形成計画）

・本庁舎への太陽光パネルの設置 ◆省エネルギー行動の促進

・本庁舎等への再生可能エネルギー100％電力の導入 ・宅配ボックス普及促進事業（補助事業）の実施

・公用車へのEV車導入（本庁舎、教育会館各1台）  ◆建物緑化の推進

◆公共交通機関の維持確保・利便性向上 ・緑のカーテン普及促進事業の実施

・坂出市地域公共交通計画の策定 ◆ごみの減量化

・坂出市地域割引回数券 ・市指定ごみ収集袋をレジ袋として利用できる取組み

・バス路線等維持費補助金 ・海ごみに関するWS

・公共交通無料デー ・生ごみ処理機等購入に対する補助

◆歩行者・自転車のための環境整備等 ・リサイクルフェアの開催

・坂出市 LED 道路照明灯導入事業 ◆地域の環境意識向上

◆電気自動車の普及促進 ・坂出市庁内プラスチックスマートアクション方針の策定

・充電インフラ整備に向けた調査の開始（事業者との協定） ・坂出市ゼロカーボンシティ「ロゴマークデザイン」の作成

◆再生可能エネルギーの導入促進 ・公共施設への屋内型マイボトル給水機の設置（事業者との協定）

・住宅用太陽光発電設備に対する補助の実施 ・屋外用常設型マイボトル給水機設置

・自走式災害支援車の配備 ・地球温暖化防止対策関係図書購入（コープかがわによる寄付金）

・坂出市再生可能エネルギー導入推進計画の策定  ◆目標設定，連携等

・ZEH戸建て住宅への補助（1戸当たり100万円） ・「世界首長誓約／日本」への誓約

・ゼロカーボン市区町村協議会への入会・百十四銀行との住宅ローンの地域連携特別プランの創設（市

のZEH住宅補助金を受けた方のみ）

ゼロカーボンシティ宣言後
に実施した事業

◆エコオフィス関連事業 ◆脱炭素新エネルギーへの転換

・学校施設照明（屋外）、教育施設照明、公園照明等のLED化 ・港湾脱炭素化推進計画の策定（旧：坂出港CNP形成計画）

・本庁舎への太陽光パネルの設置 ◆省エネルギー行動の促進

・本庁舎等への再生可能エネルギー100％電力の導入 ・宅配ボックス普及促進事業（補助事業）の実施

・公用車へのEV車導入（本庁舎、教育会委員会）  ◆建物緑化の推進

◆公共交通機関の維持確保・利便性向上 ・緑のカーテン普及促進事業の実施

・坂出市地域公共交通計画の策定 ◆ごみの減量化

・坂出市地域割引回数券 ・市指定ごみ収集袋をレジ袋として利用できる取組み

・バス路線等維持費補助金 ・海ごみに関するWS

・公共交通無料デー ・生ごみ処理機等購入に対する補助

・リサイクルフェアの開催

◆地域の環境意識向上

◆歩行者・自転車のための環境整備等 ・坂出市庁内プラスチックスマートアクション方針の策定

・坂出市 LED 道路照明灯導入事業 ・坂出市ゼロカーボンシティ「ロゴマークデザイン」の作成

◆電気自動車の普及促進 ・公共施設への屋内型マイボトル給水機の設置（事業者との協定）

・充電インフラ整備に向けた調査の開始（事業者との協定） ・屋外用常設型マイボトル給水機設置

◆再生可能エネルギーの導入促進 ・地球温暖化防止対策関係図書購入（コープかがわによる寄付金）

・住宅用太陽光発電設備に対する補助の実施  ◆目標設定，連携等

・自走式災害支援車の配備 ・「世界首長誓約／日本」への誓約

・坂出市再生可能エネルギー導入推進計画の策定 ・ゼロカーボン市区町村協議会への入会

・ZEH戸建て住宅への補助（1戸当たり100万円）

・百十四銀行との住宅ローンの地域連携特別プランの創設

　（市のZEH住宅補助金を受けた方のみ）

・キャッシュレス決済アプリ「TicketQR」の導入（アプリとマ

　イナンバーカードを連携させることによる住民割引も予定）
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坂出市とTerra Motors株式会社とのゼロカーボンシティ
の実現に向けた連携に関する協定書締結式

坂出市とウォータースタンド株式会社とのゼロカーボン
シティに向けたプラスチックごみ削減の推進に関する協
定書締結式

水Do!ネットワークと、デザイン性の高い水
飲み場等のストリートファニチャーの製作
において経験豊富な株式会社フトムトゥが
共同開発した屋外型の給水機ReFILLER（リ
フィラー）の設置

「世界首長誓約 /日本」誓約式 坂出市と株式会社百十四銀行との移住，定住促進支援策
ならびに脱炭素事業の連携，共創に関する覚書調印式

移住定住を見据えた
ZEH住宅補助制度の創設

公共交通無料デーの実施

３ –３．坂出市の取り組み（市の脱炭素に向けた取り組み②）
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４．坂 出 市 地 球 温 暖 化 対 策 実 行 計 画
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坂出市まち・ひと・しごと創生総合戦略（第２期）（R2～R6）

坂出市まちづくり

基本構想
（Ｈ28～R7）

瀬戸内の要衝としての拠点性や，豊富な地域資源を生かした
活力あるまちづくりを推進

「働きたい 住みたい 子育てしたい 共働のまち さかいで」 の実現に向け，
市民・民間事業者・行政が相互に連携し，支え合いながら取り組む

県内屈指の交通アクセスの良さ
子育て・文教施設，医療施設等の集積

基本理念

将来像

本市の強み

その他個別計画坂出市環境基本計画（R4改訂予定）※坂出市環境基本条例第８条による総合計画

坂出市地球温暖化対策実行計画

事務事業編（R3改訂）

区域施策編（R5策定予定）
坂出市再生可能エネルギー導入推進計画（R4策定済）

実行計画（区域施策編）へ反映

港湾脱炭素化推進計画（旧：CNP形成計画）（R５年度中策定予定）

基本計画の理念・具体的目標のもと，策定に向けて検討

４ -1 ．坂出市地球温暖化対策実行計画（計画の位置づけ①）
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環境にやさしい
まちづくり
（地球温暖化対策）

環境と共生する持続可能な循環型社会の形成
環境負荷の少ない再生可能エネルギーの利用促進

積極的な環境保全対策
市民，民間事業者，行政が一体となった環境保全
活動の展開
環境問題を理解するための教育や啓発活動を推進

持続的発展が可能な循環
型社会の形成

３R（リデュース，リユース，リサイクル）の推
進によるごみの減量化・資源化
採取処分場の延命化

衛生的な住環境の形成・
確保

公共下水道の計画的な整備
合併浄化槽の普及
公共用水域の水質改善および保全

施設の適正な管理運営
火葬場の新築の検討
墓地の需要動向を踏まえた整備

１ すべての人がいきいきと輝くまちづくり

２ 安全で環境に優しく持続可能なまちづくり

(1)防災体制の強化・充実

(2)環境保全と環境衛生の充実

(3)交通安全の推進

(4)地域安全（防犯）活動の推進

３ 健康で安心して暮らせるまちづくり

４ 未来を拓く力をはぐくむまちづくり

５ 快適な都市環境を実感できるまちづくり

坂出市まちづくり基本構想（基本目標）

６ 元気とにぎわいのあるまちづくり

快適な生活環境の確保

豊かな自然環境の創造

美しい景観の創造

循環型社会の構築

地域からの地球環境保全

市民参加の環境保全

（１）大気汚染の防止
（２）悪臭の防止
（３）水質汚濁対策

（４）地下水汚染の防止
（５）土壌汚染の防止
（６）騒音・振動対策

（１）水辺環境の保全・創出
（２）森林の保全・活用
（３）生態系の保護

（１）環境に配慮した都市景観の形成
（２）緑化の推進

（３）自然景観の保全
（４）歴史・文化資源の保全

（１）３Ｒ(リデュース・リユース・リサイクル)の推進
（２）廃棄物の適正処理の推進
（３）エネルギーの有効利用

（１）地球温暖化防止対策の推進
（２）オゾン層保護対策の推進
（３）酸性雨対策の推進

（１）環境教育・学習の推進
（２）環境情報の提供
（３）市民参加による活動の推進

環境基本計画
（具体的目標）

※特に関連する事項

４-2 ．坂出市地球温暖化対策実行計画（位置づけ②）
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【事務事業編】 【区域施策編】※R5年度策定

事務事業編と区域施策編の１体的な推進という観点からは，両者を１本化することを推奨（環境省）

港湾脱炭素化計画（旧CNP形成計画） 坂出市再生可能エネルギー導入推進計画

カーボンニュートラルを念頭に置いた坂出港の港
湾・産業立地競争力強化に向けた形成計画

・火力発電所における低・脱炭素化の取組の検討
・バイオマス発電によるCO2排出削減の推進
・船舶における低・脱炭素化の検討
・荷役機械，トラック等の低炭素化・燃料電池化

と水素ステーション，水素発電設備等の整備に
関する検討

・水素・アンモニア等のサプライチェーンに係る
検討

・港湾工事の低・脱炭素化・ブルーカーボン等に
係る検討

・市域全体における温室効果ガス排出量の現状
（公共施設含）
・再生可能エネルギーの導入状況の把握および

再生可能エネルギーポテンシャルの調査
・再生可能エネルギー導入目標およびその実現

に向けた基本方針
・市域全体の脱炭素実現に向けたロードマップ

および具体的施策

坂出市域全体で，中長期的に脱炭素化を図る
「ゼロカーボンシティ」の実現に向けた，温室
効果ガスの排出削減および再生可能エネルギー
利活用の最大化に向けた推進計画

策定・検討内容
内容

産業部門（港湾関係）に重点をおいたエネルギー転換等

に関する施策
市域全体に対する再エネ導入にかかる施策
（環境省補助金活用：地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業）

４-3 ．坂出市地球温暖化対策実行計画（体系）

地方公共団体の住民，事業者すべてを含む区域内の排出削減計画
・業務部門等における

一事業者としての責務

・公共機関としての率先行動
令和５年度策定予定 策定済（令和４年度）

【策定】
義務規定
※地球温暖化対策推進法第21条第1項

【計画期間】
令和4年度（2022年度）～

令和8年度（2026年度）
※ただし，本来，国の地球温暖化対策計画に即して原
則として2030年度末とする必要あり。一定期間（5年
程度）での見直しは必要）

【温室効果ガス削減目標】
2026年度までに2013年度に比べて
38.2％削減
※2030年の46％削減目標を按分した数字
※区域施策編の削減目標と整合性を持たせる必要あり

反 映

【策定】努力規定※地球温暖化対策推進法第21条第4項

【温室効果ガス削減目標】
2030 年度の温室効果ガス削減目標は，2013 年度比51％削減
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緩和策
〇温室効果ガスの排出削減
〇吸収源対策

広域的・部門横断的

・省エネルギー対策
・再生可能エネルギーの普及拡大
・CO2の吸収源対策
・CO2の回収・貯留 など

影 響
・気温上昇

・降雨パターン変化
・海面水位上昇 など

人間活動による
温室効果ガス濃
度の上昇を抑制

最大限の緩和策
でも避けられな
い影響を軽減

同時に実施

・沿岸地域で温暖化の影響による海面上昇に対
応するための高い堤防の設置

・暑さに対応するためのクールビズ
・作物の作付時期の変更などの対症療法的対策

地域限定的・個別的

〇影響への備え
〇新しい気候条件の利用

適応策
補 完

悪影響を最小限に

緩和と適応

４ -4 ．坂出市地球温暖化対策実行計画（計画の方向性①）

地球温暖化
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目
的

必
要
と
な
る
社
会
変
化
と
具
体
策

気候変動問題への対応

カーボンニュートラルの
（CN）の実現

産 業 運 輸 民 生

・水素還元製鉄等のゼロ
カーボン製鉄技術の確立

・セメント製造におけるカー
ボンリサイクル技術の確立

・CO2を原料に用いたプラ
スティック製造の確立

・水素・アンモニア等のサプ
ライチェーンの確立 など

・電気自動車，燃料電池車等
の電動車の開発・普及

・水素等のゼロエミッション
船の開発・普及

・合成燃料（e-fuel）の
大量生産に向けた技術開発

など

・ZEH，ZEBの普及

・エネルギーの面的利用の普及

・グリッドパリティ，
ストレージパリティの達成

・オンサイトPPA，
オフサイトPPAの普及促進

・コージェネレーション
システムの導入促進 など

生
産
プ
ロ
セ
ス
や
製
品
等
の
革
新

水

素

電

力

エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
の
革
新

・エネルギー需要の水素化に向けた研究開発・実証
・安価な水素を潤沢に供給するサプライチェーン構築
・メタネーション技術の確立と商用化

など

・電源の脱炭素化（再エネ＋蓄電池，脱炭素化された火力など）
・次世代電力システムの構築
・産業，運輸，民生の各需要部門における電化の推進
・既存系統の有効活用（ノンファーム型接続），系統安定性の確保（蓄電池等など）

など

持続可能な資源利用
有限な資源効率の最大化

廃棄物量の最小化

サーキュラーエコノミー
（CE）への移行
※資源の循環的利用

地球温暖化に対する危機意識の惹起，取組意識の醸成

（１）資源の「無駄」をなくす
再生型サプライ（再生可能な原材料，再生可能資源など）

（２）潜在価値の「無駄」をなくす
回収とリサイクル（廃棄予定の設備や製品の再利用，資源の回収）

（３）製品サイクルの「無駄」をなくす
製品の長寿命化

（４）キャパシティの「無駄」をなくす
シェアリング，プラットフォームの構築

（５）サービスとしての製品
製品を保有せず利用に応じて費用を払う（サブスクリプションなど）

１．リサイクル系
廃棄物処理，海洋プラスティック，フードウェイスト等への対策

２．ビジネス系
リニアエコノミー（大量生産，大量消費）とならない施策，技術の開
発，事業の浸透

ゼロカーボン
Zero carbon

ゼロウェイスト
Zero waste

CNを実現するた
めの手段として，
炭素負荷を下げ
る効果のあるCE
型の取り組みが
推進される。

相互の連携
が重要

CN達成に向けた取り組
みによって資源制約が
顕在化し，CE自体の重
要性が高まる

４ -4 ．坂出市地球温暖化対策実行計画（計画の方向性②）
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脱炭素新規投資

既存発電等

NW増強・柔軟性投資

既存NW

脱炭素新規投資

既存発電等

NW増強・柔軟性投資

既存NW

必
要
投
資
を
確
保

可能な限り
コスト抑制

化石燃料
依存度低減

可能な限り
コスト抑制

加 速

カーボン
ニュートラル

の実現

・再エネ主力電源化
・脱炭素電源

再エネ大量導入を支える
次世代NWの形成

など

2050年度現 在

・カーボンニュートラルの実現に向けて，脱炭素電源の増強や，再エネを支える
送配電網の増強・柔軟性の確保が不可欠。

・可能な限りコストを抑制しつつも，将来の持続可能なエネルギーシステムの実
現に向け，必要な投資を効果的かつ確実に行っていくことが重要。

・投資に要するコストを確実に確保 → 国および県の補助の積極的活用

脱 炭 素
電 源

国，県の補助を
積極的に活用

４ -6 ．坂出市地球温暖化対策実行計画（計画の方向性③）
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５．坂 出 市 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ― 導 入 推 進 計 画

〇令和５年３月策定〇

坂出市域全体で，中長期的に脱炭素化

を図る「ゼロカーボンシティ」の実現

に向けた，温室効果ガスの排出削減お

よび再生可能エネルギー利活用の最大

化に向けた推進計画
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現状趨勢シナリオ 脱炭素シナリオ

▲774千ｔ-CO2

現状趨勢（BAU:Business as Usual）

シナリオ
今後追加的な対策を見込まないまま推移した場合の
将来温室効果ガス排出量。

脱炭素シナリオ 「脱炭素社会」に向けた長期シナリオ

現状趨勢シナリオ

脱炭素シナリオ

脱炭素シナリオに基づいて，
省エネ対策を講じてもなお残
存する76千t-CO2については
再生可能エネルギーの導入で
対応する。

地域における種別および施設
ごとの再生可能エネルギー導
入ポテンシャルを把握し、
2050年に向けての施策を検討。

５ -1 ．坂出市再生エネルギー導入推進計画（現状趨勢シナリオと脱炭素シナリオ）
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1,104,030 

782,919 

567,289 

254,759 

76,358 

5,262 4,361 
28,581 

53,565 
77,771 

1,098,769

778,558

538,709

201,194

▲ 1,413(5,000)

195,000

395,000

595,000

795,000

995,000

1,195,000

2013年度 2019年度 2030年度 2040年度 2050年度

温室効果ガス排出量（脱炭素シナリオ） 再エネ導入と森林吸収によるCO2削減量 温室効果ガス実質排出量

(t-CO2)

2013年度比
51％削減

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
達
成
へ

５ -2 ．坂出市再生エネルギー導入推進計画（温室効果ガス削減目標）

再エネの積極的な
導入により温室効
果ガス実質排出量
を「０」へ
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（1）「知る・学び」の機会創出

① 環境関連の情報発信と環境教育・環境学習の推進

（2）脱炭素につながる省エネの推進

① エコライフスタイル・ワークスタイルの推進
② 高効率省エネルギー機器・設備の導入
③ 住宅・事業所など建物における脱炭素化の推進
④ エコポイント制度の創設

（3）再生可能エネルギー設備の導入

① 公共施設等へ再生可能エネルギー設備の導入
② 住宅・事業所へ再生可能エネルギー設備の導入
③ 農業，水産業へ再生可能エネルギー設備の導入

（4）移動における脱炭素化の推進

① エコドライブの推進
② 交通手段の転換の推進
③ 自動車の脱炭素化の促進

（5）脱炭素まちづくりの創出

① 環境価値を活用した脱炭素の推進
② 再エネ由来電力利用の促進
③ 坂出港カーボンニュートラルポートの形成
④ ウォーカブルな都市空間の形成
⑤ 循環経済による廃棄物減量化の推進
⑥ 地域エネルギー事業体による地産地消
⑦ 金融・投資と連携した脱炭素化の促進

（6）CO2吸収源の確保

① 森林の適正管理とみどりの保全
② 多様な技術革新による CO2吸収・固定

５-3 ．坂出市再生エネルギー導入推進計画（具体的施策）
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地方銀行

信用金庫

都市銀行

公的金融機関
（日本政策金融公庫等）

保険会社

金融・保険業者

EPC事業者

発電設備メーカー

電気工事業者

電力会社

技術・財務・法務
コンサルタント

市 民

農業・漁業協同組合

商工会議所

地域産業

教育・学術機関
（小・中・高等学校等）

地域公共施設・公的機関

香川県

国（環境省，経済産業省等）

O＆M事業者

電力送配電事業者

電力小売業者

エネルギー関連事業者

地域関係者

行政

コーディネーター
（専門家等）

支援

坂出市
※庁内推進委員会＋専門部会

取

組

促

進
・
支
援

地
域
性
の
構
築

連
携
・
協
力
・
目
標
共
有 連

携

坂出市環境審議会

地球温暖化対策
実行計画推進協議会等

助言・支援・情報提供

報告

調整
近隣市町 連携・協力行政

【庁内の推進体制】
全庁が一体となった推進体
制を構築

【外部推進体制】
「テーマ」に応じて地域の
多様な主体が参画する場を
セット

【関係機関との協力体制】
専門家，国や県等の関係行
政機関，エネルギー事業者
等と連携協力し，地域に
おける脱炭素の取組の検討
および効果的な推進を図る。

５ -4 ．坂出市再生エネルギー導入推進計画（推進体制）
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６．港 湾 脱 炭 素 化 推 進 計 画（ 旧 坂 出 港 C N P 形 成 計 画 ）

〇令和５年策定予定〇

カーボンニュートラルを念頭に置いた坂出港の

港湾・産業立地競争力強化に向けた形成計画
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坂出港における温室効果ガスの排出量の推計

2017年（環境省公表値）

ターミナル内

ターミナルを出入り
する車両

停泊中の船舶

ターミナル外

ターミナル外
約115万トン

88.8%

出入り車両
約13万トン

9.7%

停泊中の船舶
約1.8万トン

1.4%

ターミナル内
約0.2万トン

0.1%

合計130万トン

区分（場所） 排出源

①港湾ターミナル内（公共、専用別）

・荷役機械
・陸上電力供給設備
・リーファーコンテナ用電源
・管理棟・照明施設 等

②港湾ターミナルを出入りする船舶・車両（公
共、専用別）

・停泊中の船舶
・コンテナ用トラクター
・ダンプトラック 等

③港湾ターミナル外（対象港湾で貨物を取扱う
関連事業者を対象）

・発電所、工場等での活動
・倉庫・物流施設での活動
・事務所等での活動

関係事業所へのヒアリング、アンケート、各種最新統計値により最新
値（2021年）を推計予定

→事業者の事業縮小、コロナ禍における影響などにより排出量の減少
が想定される。

６ -1 ．港湾脱炭素化推進計画（旧坂出港CNP形成計画）の概要と現在までの協議内容 （坂出港における温室効果ガス排出量の推計）

※市域全域の排出量の計算方法が、標準的手法（地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編））に基づいて
算出されているのに対し、港湾脱炭素化推進計画の特定事業者の排出量は「温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度」の開⽰データを
引用しているため数値に乖離がある。 32



坂出港におけるCNP形成に向けた検討の方向性
①火力発電所における低・脱炭素化の取組の検討 ⑤水素・アンモニア等のサプライチェーンに架かる検討
②バイオマス発電によるCO2排出削減の推進 ⑥港湾工事の低・脱炭素化、ブルーカーボン等に係る検討
③船舶における低・脱炭素化の検討
④荷役機械、トラック等の低炭素化・燃料電池化と水素ステーション、水素発電設備等の整備に関する検討

６-2 ．港湾脱炭素化推進計画（旧坂出港CNP形成計画）の概要と現在までの協議内容 （検討・取組の方向性）

民間同士の連携による
整備・取組の推進

官民連携による港湾施
設等の整備

坂出港全体でのCN化の推進
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令和４年度
令和5年度

令和4年4月～ 令和5年

坂
出
市

坂
出
港
Ｃ
Ｎ
Ｐ

形
成
協
議
会

国
会

改
正
港
湾
法

国
土
交
通
省

交
通
政
策
審
議
会
港
湾
分
科
会

基
本
方
針
変
更

9/16

第
1

回
協
議
会

2/24

第
2

回
協
議
会

臨時国会（令和4年10月～）

10/14 11/4 11/11 11/18

国
会
提
出

衆
議
院
議
了

参
議
院
議
了

公
布

12/16

施
行

法定化

11/16

港
湾
分
科
会

「港湾の開発、
利用及び保全
並びに開発保
全航路の開発
に関する基本
方針」の変更

12/1

第
1

回W
G

2/17

第
2

回W
G

1/24

港
湾
分
科
会

審
議
①

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

3月頃

港
湾
分
科
会

審
議
②

答
申
、
公
告

基本方針
に適合

6/2

第
3

回W
G

港湾脱炭素化推進協議会へ移行

「CNP形成計画」策定マニュアルをベースに、
新たに「港湾脱炭素化推進計画」作成マニュアルを改訂

3/30

坂出港CNP形成協議会

6/末
（予定）

第
3

回
協
議
会

※

「
港
湾
脱
炭
素
化
推
進
協
議
会
」
発
足

改訂されたマニュアルを基に計画策定

10/1～10/31

事
業
者

個
別
ヒ
ア
リ
ン
グ

（
12

社
・
対
面
）

12/1～12/31

事
業
者

個
別
ヒ
ア
リ
ン
グ

（
25

社
・
書
面
）坂 出 港 C N P 形 成 計 画 港 湾 脱 炭 素 化 推 進 計 画

法定化により計画を移行

夏期頃

計
画
素
案
策
定

国
の
確
認
、
パ
ブ
コ
メ

カーボンニュートラルポート（CNP）形成計画→法律上の位置づけなし
→エネルギー・産業構造転換のために必要な港湾における脱炭素の推進が必要

港湾における脱炭素化の推進

①港湾の基本方針への位置づけの明確化
②港湾における脱炭素化の取組の推進

港湾管理者が「港湾脱炭素化推進計画」の作成、港湾脱炭素化推進協議会の設置

これまで

港湾法の改正

６-3 ．港湾脱炭素化推進計画（旧坂出港CNP形成計画）の概要と現在までの協議内容 （時系列）
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7．庁内体制の構築

35



地域の成長戦略 地域課題の解決 地域の魅力と質の向上

再エネ利活用促進

•屋根置き自家消費型太陽光発電
•共同購入、電力リバースオークション

住宅・建築物

•公共施設のZEB化
•住宅・建築物のZEH，ZEB化

まちづくり・交通・観光

•ゼロカーボン・ドライブ（EV等）
•公共交通機関利用促進
スマートシティ推進

商工業・農林水産業

•中小企業の省エネ・再エネ導入
•営農型太陽光発電
•バイオマス ・スマート農業

循環経済（サーキュラーエコノミー）

•プラスチック資源循環
•ごみ減量化
•下水道バイオマス

自 然

•生態系の保全・再生
•緑化推進
•森林保全・吸収源対策

インフラ

•港湾脱炭素化推進計画
（旧CNP形成計画）
•配電網の維持

政策課・環境部局 施設所管課・関係課

大 カーボンニュートラル目線 小

政策課・環境部局

財務課

○○課

○○課

情報共有・共同研究・施策検討

カーボンニュートラル目線の共有

トランジション

施策検討・提案

脱炭素意識の希薄

施策の集中化

部分最適（縦割り） 全体最適化
（専門部会）

地球温暖化対
策実行計画推
進委員会
（庁内）

地球温暖化対策実
行計画推進委員会
（庁内）

施策提案 指示
集 約 統括推進委員（部長）

部局推進委委員（課長）

７-1 ．庁内体制の構築 （脱炭素施策の推進に向けた部分最適（縦割り）から全体最適化への体制構築）
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現行 新推進体制（案）

【総括推進委員】
市としての計画の統一的な推進を図るため，計画の進行管理
の調整を行うもの。

【部局推進委員】
それぞれ担当部局における計画の進行管理の統括を行うもの。

【総括推進委員】
市としての計画の統一的な推進を図るた
め，計画の進行管理の統括を行うもの。

【部局推進委員】
(１)委員会の決定に基づく事案の処理

および調整に関すること。
(２)委員会に報告する事案の調査

および調整に関すること。
(３)そのほか，各担当部局における計画

の進行管理の統括に関すること。

坂出市地球温暖化対策実行計画
推進協議会

(1) 学識経験者
(2) 香川県地球温暖化防止活動推進委員
(3) 香川県地球温暖化防止活動推進セン

ター職員
(4) 産業関係者
(5) エネルギー供給事業者
(6) エネルギー消費者
(7) 金融機関
(8) 行政関係者
(9) 前各号に掲げるもののほか，市長が

必要と認める者

市長

坂出市地球温暖化対策実行計画庁内推進委員会
（会長）副市長
（副会長）市民生活部長
（総括推進委員）各部局長
（部局推進委員）各部局担当課長

専門部会（重要分野）

会長が指名するもので構成

公共建築物等対策部会

公共施設のZEB化
公用車のEV化
PPA事業

等の検討

グリーン技術推進部会

水素
アンモニア
ブルーカーボン
スマート農業

等の検討

ゼロウェイスト部会

フードバンク
フードドライブ
農業残渣
資源循環

等の検討

市長

坂出市地球温暖化対策実行計画推進委員会
（会長）副市長
（副会長）市民生活部長
（総括推進委員）各部局長 10名
（部局推進委員）各部局担当課長 9名

庁 内（事務事業編，区域施策編）
外 部（区域施策編）庁 内（事務事業編）

７-2 ．庁内体制の構築 （現行体制と新推進体制（案）について）

37



ご清聴、ありがとうございました。


